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本研究は、2016年熊本地震において被災当事者が自発的に形成した相互支援に着目し、その成立および展開過程を質的

に分析したものである。先行研究では、災害時の住民協働を支えるソーシャル・キャピタル（SC）の重要性が示されてきた

が、被災当事者が外部主体と接続し、支援を連携・調整する具体的プロセスは十分に明らかにされていない。本研究では、

被災当事者へのインタビュー調査を通じ、平時に形成されたSCが相互支援の基盤として機能していたこと、また被災当事

者自身が行政・社会福祉協議会・民間支援団体等を媒介するバウンダリースパナーとしての役割を果たしていたことを明

らかにした。さらに、媒介経路の差異により支援や情報の取得に偏在が生じ得ることや、災害時に形成されたネットワー

クが平時の地域活動へ展開し得ることを示し、被災当事者主体の相互支援が、災害対応および復興プロセスの形成におい

て中心的役割を担い得ることを示唆した。 
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１．はじめに 

１.１ 研究の背景 

 1995年の阪神・淡路大震災では民間支援、と

りわけ個人ボランティアの活動が注目され、

1998年の特定非営利活動促進法（NPO法）制定へと

つながった。これにより、民間支援活動の法的・

社会的基盤が整備され、2004年の新潟県中越地震

以降は、被災地の社会福祉協議会（以下、社協）

が災害ボランティアセンター（以下、災害VC）を

設置・運営する体制が定着し、主として個人ボ

ランティアの受け入れ・調整を担ってきた1）。 

 2011年の東日本大震災では、個人ボランティア

の受け入れ体制が一定程度整備された一方、被災

地外から参集する多様な民間支援団体の活動を

都道府県単位で調整する仕組みは十分とは言え

ず、支援の偏在や重複が生じたことが報告されて

いる2）。しかし、広域かつ甚大な被害により行政・

社協の機能が大きく損なわれる中、民間支援団体

が行政・社協と連携し、情報共有や協働を行う取

り組みも展開された3）。宮城県における政府緊急

災害現地対策本部、県、自衛隊、社協、NPO等によ

る会議（通称「4者会議」）4）や、石巻市における

市役所、自衛隊、NPO等による「3者会議」5）等がそ

の例である。ただし、こういった協働の動きは限

定的であり、体系的・統一的に運用されたもので

はなかった。 

 これらの経験を踏まえ、被災地の行政・社協の

対応能力を超える事態においては、その機能を補

完し得る被災地外の民間支援との連携モデルの

構築や、民間支援団体間の連携・調整を担う災害

中間支援組織の必要性が示されてきた2）6）。 

2016年の熊本地震は、こうした議論が進展する

中で発生した最初の大規模災害である。発災直後

から行政・社協・民間支援団体が協働し、被災当

事者が運営する災害中間支援団体を中心として、

県域・市町村域において情報共有と活動調整を担

う会議体が本格的に設置された。県域では「火の

国会議」が立ち上げられ、民間支援団体間の連携

や行政・社協との調整が図られた。これらの取り

組みは、その後に発生した災害にも継承され、災

害対応における実践モデルとして位置づけられ

ている7）。 

筆者の先行研究では、県域の災害中間支援団体

を中心として、行政・社協・市町村域会議体が部
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分的に重なりながら連動する三層構造が形成さ

れていたこと、さらに、市町村域会議体の活動が

震災前の地域活動に大きく依存していたことを

明らかにした8）が、その調査過程において、制度

的枠組みには明確に位置付けられないものの、被

災当事者が自発的（Spontaneous）に情報共有や協

力を行う相互支援の好事例とされた実践が多数

確認された。 
相互支援は生活改善や課題解決に重要な役割

を果たしていたが、制度の外側で展開されるため

記録に残りにくく、体系的な分析も十分ではない

ことから、このような被災当事者の自発的相互支

援の実態を記録し、その形成過程・機能・影響を

明らかにすることは、復興プロセスの学術的解明

に資するだけでなく、今後の被災者支援の実務に

おいても重要な意義を有すると考えられる。 
１.２ 研究の目的 

本研究では、熊本地震において、地縁組織や特

定分野等の小規模なレベルで、被災当事者が柔軟

な役割分担と協力を通じて形成した、自発的相互

支援に着目する。とりわけ、被災当事者が内部者

として相互支援を担いつつ、行政・社協・民間支

援団体等の外部主体と接続しながら、支援の連

携・調整が形成・展開されていく過程を明らかに

することを目的とする。 
これを理論的に整理し、実証的に検討するため、

次の仮説を設定する。 
■仮説 

「被災当事者による自発的相互支援が機能した

背景には、『平時に形成されたソーシャル・キャ

ピタル（以下、SC）』と『外部主体との境界を横

断する境界連結者（以下、バウンダリースパナー）』

の双方が存在した。」 

仮説を検証するため、2つの検証項目を定めた。 

■検証項目1：SCの存在 

平時に培われた地域活動経験、人間関係、信頼

といったSCが、相互支援の立ち上がり時に存在し

ていたか。 

■検証項目2：境界連結（以下、バウンダリースパ

ニング）の機能の存在 

被災当事者が行政・社協・民間支援団体等の外

部主体と接続し、情報や資源を媒介するバウンダ

リースパナーとして機能していたか。 

さらに相互支援の効果や持続性について、補足

的に以下の論点を確認する。 

■論点1：支援の偏在の構造 

支援の集中・不足といった偏在は、内部者の発

信力および外部主体との接触機会の差異によっ

て生じ得る。 

■論点2：相互支援の持続化 

災害時に形成されたネットワークは、NPO設立

や地域活動の強化等を通じて、平時の持続的活動

へ展開し得る。 

１.３ 研究の方法 

本研究では複数の事例を対象に、被災当事者が

支援に関与する契機、役割分担・協力関係の形成

過程、外部主体との接続過程を整理し、当事者主

体の自発的相互支援がいかに形成・展開され、

災害時の地域支援体制においてどのような役割

を果たし得るのかを検討することを試みるもの

である。そのために、文献調査と被災当事者およ

び支援関係者を対象としたインタビュー調査を

行った。文献調査では災害時における当事者主体

の相互支援やSCに関する既往研究を整理し、イン

タビュー調査では前段の事項に関わる情報を収

集した。 

調査対象期間は、発災直後から災害公営住宅完

成までの2016年4月～2020年3月（約4年）とし、相

互支援が存在した期間は限定しない。 

 

２．既往研究のレビュー 

２.１ 災害支援とSC 

災害支援における住民の協働行動や資源動員

を理解するうえで、社会的つながりの構造は重

要な分析視点である。社会的ネットワークは、

個人や集団の結びつきから成る関係構造を指し、

その特性は支援行動に影響を与える。 

Granovetter9）は、異なる集団をつなぐ弱い紐

帯が、新たな情報・資源への接続を可能にする媒

介であることを示した。この知見は、住民主体の

協働行動や外部資源の動員における橋渡し型SC

の重要性を示唆している。またアルドリッチ10）は、

災害からの回復力の差異は物的資源の量ではな

く、結束型（ボンディング：同質的集団内部の水

平的つながり）、橋渡し型（ブリッジング：異質

集団を結ぶ外部資源への接続）、連結型（リンキ

ング：行政等の権力主体との垂直的関係）の三つ

のSCの蓄積と機能によって説明されると論じて

いる。さらに、国内研究では、川脇11）が震災前の

地域活動参加が震災後の支援・受援双方への関

与を高めることを明らかにしている。 

一方、内部者（被災当事者）と外部者（行政・

民間支援団体等）がどのような過程で接続され、

協働関係が形成されるのかについては、十分な実
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証的検討がなされていない。 

２．２ 当事者主体の支援活動に関する研究 

被災当事者が主体となる支援活動に関しては、

避難所運営や地域支援における役割に注目した

研究が蓄積されている。 

柄谷12）は、避難所運営において被災者が中心的

役割を担い、外部支援者と役割分担を行っていた

ことを明らかにしている。また頼政ら13）は、被災

者と災害中間支援組織をつなぐコミュニティリ

ーダーの存在が、情報流通や支援の継続性を高

めることを明らかにしている。これらの研究は、

当事者側のSCが相互支援を支える重要な要素で

あることを示唆する。 

しかし当事者主体の協働が、いかに構築・維持

され、外部主体との連携・調整を通じて支援ネッ

トワークを形成するのかについては、体系的な分

析が不足している。 

２．３ バウンダリースパニングの概念と本研究

の視点 

以上の課題を踏まえ、本研究では相互支援の形

成・展開過程を分析する視点として、バウンダリ

ースパニングの概念を導入する。この概念を用い

ることで、弱い紐帯が果たす機能を、単なる構造

ではなく担い手の行為として捉えることが可能

となる。すなわち、被災当事者が内部者として相

互支援を担いつつ、外部主体と接続する越境的行

為を分析枠組みとして明示的に位置づけること

ができる。なお、本研究では、バウンダリースパ

ニングの概念における内部者と外部者に対して

以下のとおりとする。 
・内部者： 被災当事者および当事者組織 
・外部者： 内部者以外の主体（行政、社協、民間

支援団体、他地域の支援者等） 
２．４ 小括 

既往研究の整理から、①SCは災害支援・復興に

おける協働行動を支えること、②一方で内部者と

外部者の接続・協働の形成過程は未解明であるこ

と、③その分析には媒介行為を捉える枠組みが必

要であることが明らかとなった。本研究は、SCと

バウンダリースパニングの視点から、被災当事者

による自発的相互支援の形成・展開を実証的に描

写する点に独自性を有する。 

 
３．インタビュー調査の概要 

本章では、理論的視点を実証的に検討するため

に実施したインタビュー調査の概要を示す（表1）。 

インタビューは2回実施し、第1回は被災者26名、

第2回は被災者および支援者22名の計48名を対象

とした。半構造化インタビューを採用し、インタ

ビュー方式は、対面45名、オンライン（Teams）・

電話・メール3名であった。いずれも同一の質問項

目と進行手順を用いることで、データ収集の一貫

性を確保した。 

インタビュー記録は、各事例における主体間の

関係形成、情報共有、ニーズ把握、資源調整、役

割調整に関する発言を抽出し、発災前の関係資源、

発災後の支援行動、外部主体との接続過程に着目

して整理した。抽出した記述は、SCの三類型、す

なわち結束型・橋渡し型・連結型との対応関係を

整理するとともに、外部主体との媒介行為につい

ては、情報媒介、資源調整、翻訳・橋渡し等の機

能に区分した。そのうえで、各事例における相互

支援の形成過程を時系列に再構成し、事例間の共

通点と差異を横断的に比較した。 

 次章では、被災当事者および当事者組織が主導

し、自発的な相互支援を展開した複数の事例を取

り上げ、SCとバウンダリースパニングの観点から

その形成過程と媒介構造を整理する。 
 
４．自発的相互支援の事例分析 

 本章では、熊本地震における被災当事者による

自発的相互支援の具体的実践を取り上げ、SC（検

証項目1）、バウンダリースパニング（検証項目2）

の観点から分析する。 

表1 第1回・第2回インタビュー調査の概要 
項目 第 1 回調査 第 2 回調査 

目的 市町村域での情報共有・連携・調整が機能していたかを分析 

期間 2025/1/17–20（4 日間） 
2025/6/5、6/24–29、7/7、9/10

（計 9 日間） 

対象者 
被災者（仮設住宅入居

者・在宅避難者） 

被災者（在宅避難者）および 

支援者 

人数 

26 名 

（熊本市 3 名、益城町 4

名、大津町 19 名） 

22 名 

（熊本市 12 名、菊陽町 1 名、西

原村 4 名、大津町 2 名、阿蘇市

1 名、宇城市 1 名、福岡市 1 名） 

方法 
半構造化インタビュー 

（対面） 

半構造化インタビュー 

（対面・オンライン・電話・メール） 

主な項目 
情報共有・生活支援の有無、媒介者や調整機能の有無、 

市町村間の支援の偏りの有無、必要とされた情報・支援 

対象者の

属性 

男性 11 名、女性 15 名 

（40 代 1 名、60 代 5 名、

70 代 12 名、80 代 2 名、

90 代 1 名、無回答 5 名） 

男性 10 名、女性 12 名 

（20 代 1 名、30 代 3 名、 

40 代 7 名、50 代 6 名、60 代 3

名、70 代 1 名、80 代 1 名） 

位置づけ 
被災者の経験・受援状況

を把握する基礎調査 

内部者と外部者の連携・調整 

過程を把握する補完調査 

出典：著者作成 
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４．１ A氏の事例：地域ネットワークを媒介とし

た相互支援の形成 

 A氏は熊本市内で、発災直後から情報共有と連

携・調整に関与した。A氏は震災前からPTA活動、

市民活動、防災教育等に携わっており、そこで培

われた人的ネットワークと信頼が災害後の行動

の基盤となっていた。 

（１）地域活動を基盤とした人的ネットワークと

弱い紐帯 
城南町で震災前にPTA会長や地域ボランティア

活動に携わっていたB氏は在宅避難を余儀なくさ

れ、行政・社協等からの情報が届きにくい状況に

直面した。B氏は日々訪問していた避難所で情報

を収集し、既存の人的ネットワークを通じてSNS

で発信した。ここでは近隣の結束に加え、地域活

動を通じて形成されていた比較的緩やかな関係

が、情報流通の回路として機能していた。 
また同町内の仮設住宅団地1・2では、自治会役

員となったC氏・D氏が震災前の町内会活動経験を

生かし、班長会、団地新聞、安否確認訓練等を通

じて団地内の情報共有と連携・調整を担った。B

氏・C氏・D氏はいずれも直接的な外部接点を持た

ず、避難生活を共にする住民同士の範囲で相互支

援を形成していた。 
ここで外部との橋渡しをしていたのが、A氏で

ある。A氏は所属する民間支援団体の一員として

県域・市域会議体に参加し、そこで得た外部情報

をB氏・C氏・D氏らに共有した。加えて、行政・社

協と連携し、みなし仮設住宅入居者交流会の開催、

相談対応、県外民間支援団体の支援調整等にも関

与した。結果として、住民側の相互支援は、A氏を

介して外部者との接続を持つ形で展開した（図1

のうち、A氏を介した部分）。 

A氏は震災前から実施していた防災教育に、熊

本地震での経験を取り入れた形で、防災講座の継

続や、災害支援活動に取り組んでいる。これは、

災害時の取り組みが平時の活動へ展開した例と

して位置付けられる（論点2）。 

なお、B氏・C氏・D氏はいずれも県域・市域会議

体の存在を認知していなかった。外部情報への接

触は、A氏という特定のバウンダリースパナーを

経由して成立しており、個々人が直接的に外部情

報へ到達できる状況にはなかった。このことは、

バウンダリースパナーの有無や接触経路の差異

によって、支援や情報取得に偏りが生じ得る構造

を示唆している（論点1）。 

 

（２）地域密着型メディアを介した双方向的な相

互支援 

 A氏はまた、コミュニティラジオ放送局のパー

ソナリティとしても、熊本市内の情報共有に関与

していた。 
 同局は発災直後から、被災住民（リスナー）に

対してメール・電話・FAXでの情報提供を呼びかけ、

寄せられた情報を取材・精査したうえで、避難所、

ライフライン、炊き出し、店舗営業状況等の生活

情報を発信した。ここでは、内部者（被災住民＝

リスナー）からの情報収集と、外部者（行政・企

業等）が発信する情報の取り込みが並行し、双方

向の情報媒介が行われていた（図1のうち、ラジオ

局を介した部分）。 

地域密着型メディアが被災当事者であるリス

ナーと双方向に情報をやり取りすることで、被災

地域内で信頼できる情報の流通が促進されてい

たことが確認できている14）。こうした状況は、当

該メディアが既存メディアとして平時から蓄積

してきた、社会的に共有された信頼関係が、直接

的な対面接触を伴わない形で災害時にも作動し、

情報基盤として機能していた可能性を示唆する。

この点は、情報への接触経路の違いが、相互支援

への参加可能性や、支援資源に関する情報取得の

差異として現れ得ることを示している。 

なお、県域・市域会議体に参加していたA氏を介

してラジオ局が会議体情報を得ていた場面は確

認できるものの、ラジオ局とリスナーの相互支援

の実践が会議体で共有され、拡散された様子は確

認できていない。 
 また、ラジオを利用できなかった住民との間に

 

出典：著者作成 

図1 A氏を介した双方向的な相互支援 
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情報取得の格差が生じた可能性があり、これは情

報取得機会の差異が支援の偏在となり得る一形

態として位置付けられる（論点1）。 

４．２ E氏の事例：地域ネットワークと避難所運

営が継承された相互支援 

益城町のM小学校の体育館には、最大時約400人

が避難し、避難生活は約4か月間続いた。運営は最

後まで避難者による自主運営で行われ、その中心

となったのがE氏であり、後に県内最大戸数（516

戸）の仮設住宅団地の自治会長を務めた。 

 E氏は震災前から町内でボランティア活動を継

続し、行政とも一定の関係を築いていた。こうし

た震災前の人的ネットワークは、避難所運営にお

いて住民からの信頼を得る基盤となり、担い手と

なる契機を形成していた。 
仮設住宅団地では、地域支え合いセンターから

派遣された職員や看護師を中心としたNPOが見守

り活動や健康支援等を担っていたが、日常的な情

報共有と連携・調整の中心となったのは、避難所

運営リーダーの経験を持つE氏であった。E氏は、

行政・社協・地域支え合いセンター・団地外の民

間支援者といった外部主体と継続的に連携し、入

居者の見守り、支援受け入れ調整、イベント企画

等、多様な役割を担った。また、入居者の困りご

とを把握すると自身の人脈を用いて適切な支援

先に直接連絡したり、ニーズと合致しない支援に

ついては改善を依頼したりする等、内部者の側か

ら積極的に外部者との調整を主導した。 
また、当該仮設住宅団地は県内最大規模であっ

たことから、報道される機会が比較的多く、外部

支援者にとって存在を認識しやすい支援対象と

なっていた。特に、多数の被災者が1カ所に集住し

ていたことで、「多様かつ大量の支援ニーズが存

在する場所」として把握されやすく、支援対象と

して優先的に認識されていた可能性がある。 
さらに、支援者側にとっては、広域に分散した

小規模から中規模の仮設住宅団地をそれぞれ訪

問し調査する場合と比較して、1カ所で多数の被

災者の状況把握や支援実施が可能であった。その

ため、調査・情報収集・支援提供に要する人的・

時間的コストを相対的に低減できたと考えられ

る。加えて、支援活動の実施状況が外部からも可

視化されやすく、報道機関による継続的な取材や

支援団体間での情報共有を通じて、さらなる支援

主体を呼び込みやすい構造が形成されていたと

考えられる。 
このように、当該団地の規模性と可視性の高

さは、被災者ニーズの把握容易性および支援投

入を行いやすい条件として作用し、結果として

外部支援資源を集積させやすい環境を形成して

いたと考えられる。 
仮設住宅入居者や在宅避難者の多くは、県域・

町域の会議体の存在を「E氏から聞いた」と回答し

ていた。つまり、会議体情報はE氏のバウンダリー

スパニングを通じて内部者へ間接的に届いてお

り、外部情報への接触がバウンダリースパナーに

依存していたことが分かる。この構造はバウンダ

リースパナーの存在が偏在を緩和しうる一方、バ

ウンダリースパナーとの関係性が薄い被災者に

は情報が届きにくい可能性を残す（論点1）（図2）。 

なお、当該隣保組では震災前の日常的な交流や

相互扶助は限定的であり、関係性は相対的に希薄

であった。そのため、本研究では震災前の状態に

基づき弱い紐帯として位置付けた。ただし、震災

後には相互支援の過程を通じて関係性が強化さ

れ、結束型に近い性質を帯びたことが確認された。

また、同じ避難所から別の仮設住宅団地へ入居し

た住民については、団地内でバウンダリースパナ

ーの役割を担っていたわけではなく、外部主体と

の接続や媒介機能を果たしていなかった。そのた

め、本研究では、情報を受け取る側の一般住民と

して位置付けた。 

こうした経験を踏まえ、E氏は避難所および仮

設住宅団地で形成された経験とネットワークを

基盤として、2017年にまちづくりや災害支援に関

わるNPOを設立し、代表として活動を継続してい

る。災害時のネットワークが平時の活動へと展開

した具体例として位置付けられる（論点2）。 
４．３ F氏の事例：専門ネットワークを基盤とし

た女性・子ども支援の相互支援 

熊本市内の男女共同参画に関わる施設の責任

者F氏は、発災直後から主に女性・子どもの安全確

保を目的として、避難所環境の改善に取り組んだ。

行政から具体的役割の指示が明確ではない中、県

外の男女共同参画センターや災害対応経験者か

ら助言を受けたことを契機に、性暴力被害防止を

含む環境改善に着手した。 

F氏が全国からの情報を迅速に得ることができ

た背景には、全国規模で女性支援を行うNPOが南

海トラフ地震を想定して2015年に立ち上げた、災

害時の女性・子ども支援のためのウェブ上の情報

交換ネットワークの存在があった。過去災害の経

験知を参照し、注意喚起チラシの作成、避難所巡

回、避難所運営者への助言等へ展開した点は、専
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門ネットワークが実践の起動を支えたものとし

て整理できる。 
F氏は得られた専門知をもとに、市内5区の区長

会議や担当課長への情報共有等を通じて行政と

の連携も図った。さらに避難所閉鎖後は、施設を

物資支援の受付窓口、支援者同士の打ち合わせの

場、子育て世帯専用避難所、人材・物資・支援金

の一元的調整機能等、多機能的な拠点として活用

した（図3）。 

一方、性暴力やジェンダー課題のようなセンシ

ティブなテーマを災害下で発信し、理解の共有を

図る過程で、「不安をあおる」「男性が居づらく

なる」といった否定的な反応が一部にみられたと

いう。この経験についてF氏は、「危機的状況に至

ってからの啓発の限界を実感した」と述べている。 

後日、熊本市男女共同参画センター「はあもに

い」が実施した、熊本地震を経験した育児中の女

性へのアンケート調査（対象：1,211名）では、子

育て世帯専用避難所についてテレビ、幼稚園、ホ

ームページ等で告知していたにもかかわらず、認

知していたのは1.3％にとどまった15）。支援が存在

しても受援者に届かないギャップが確認され、外

部情報の流通経路や接触機会の差異が情報取得

格差を生じさせることを示唆する（論点1）。 

これらの課題認識を踏まえ、F氏は「平時から知

識や情報をつなぐ必要性」を強調し、防災講座の

開始および女性防災リーダーの育成に取り組ん

でいる。これは、災害時の取り組みが平時の活動

へ展開した例として位置付けられる（論点2）。 

なお、F氏は発災直後に県域会議体に参加した

経験があるが、F氏の相互支援の実践が会議体で

共有され、拡散された様子は確認できていない。 
４．４ G氏の事例：外国人コミュニティにおける

情報媒介型の相互支援 

熊本市内の国際交流を促す組織が実施する日

本語教室のうち、台湾出身のG氏が参加していた

教室参加者の間では、震災前から個人的に作成さ

れたLINEグループが日常的な情報共有手段とし

て活用されていた。発災直後、このグループは自

然に安否確認と情報共有の場として機能し、日本

語が不自由な参加者にはG氏が翻訳を担った。

LINEを使用できない、あるいは独居で孤立しがち

な外国人には個別訪問や電話で対応したが、LINE

グループは少ない労力で広範囲に情報を一斉共

有でき、ウェブサイトのリンクや画像も添付でき

る点で、正確な情報伝達に有効であった。 

本事例では、日本語教室で形成されていた顔の

見える関係、同じ母語や生活経験の共有といった

コミュニティ内部のつながりが、災害時における

迅速な相互支援を生む基盤となっていた。加えて

G氏は、1999年に台湾で起きた921大地震の被災経

験から、「誰かを手伝う（支援する）ことが、自

身の精神的な安定につながる」と認識しており、

個人的経験が支援行動を後押ししていた。 

 その後、G氏の働きかけと組織の協力により、他

の教室参加者間でもLINEグループが設置され、組

織の職員が各グループに参加することで、行政情

報も含めた双方向の情報共有体制が構築された。

結果として、コミュニティ内部の情報回路が、組

織・行政との接続を伴う形へ拡張した（図4）。 

 一方で、LINE使用が困難な高齢者・独居者、日

本語習熟度が低い参加者、コミュニティへの参加

が緩い参加者等は、震災直後に十分な情報を得ら

れないリスクを抱えていた。翻訳・個別対応は偏

在の緩和に役立ったことが推察されるが、接点の

薄い参加者への到達には限界が残る（論点1）。 

この経験を踏まえ、相互支援体制の維持と強化

のため、当該組織は文化庁（現在、文部科学省所

管）の「生活者としての外国人」のための日本語

 
出典：著者作成 

図 2 地域ネットワークと避難所運営が継承さ

れた相互支援 

 

 
出典：著者作成 

図 3 専門ネットワークを基盤とした相互支援 
 



日本災害復興学会論文集 No.27, 2026.7 
 

26 

 

教室空白地域解消推進事業の補助金を活用し16）、

日本語教室を震災時の3区3教室から、オンライン

を含む5区9教室へと拡充した。国際交流組織職員

H氏は、労働者や留学生が多く入れ替わりの激し

い外国人コミュニティに情報を届けるには、地域

コミュニティ内に媒介役を位置づける必要があ

ると指摘し、町内会活動や公民館活動を通じて平

時から住民と外国人が学び合うことの重要性を

強調している。災害時の取り組みが平時の体制整

備へ展開した例として位置付けられる（論点2）。 

なお、G氏は県域・市域会議体の存在を認知して

おらず、H氏は県域会議体に参加した経験がある

ものの、当該コミュニティの実践が会議体で共有

され、拡散された様子は確認できていない。 
４．５ 地縁組織の事例：地縁的ネットワークを

基盤とした相互支援 

大津町および西原村の事例では、地縁組織を基

盤とした内部者同士の支援が顕著であり、外部者

との接触の有無によって支援情報の到達や支援

資源の導入に差が生じていた。本節では、町内会

と発災対応型訓練という2つの地縁的基盤から整

理する。 

（１）町内会における近隣関係型の相互支援 
大津町の被害は小さくなかったが、県外から支

援に入った民間支援団体は隣接自治体へ集中し

たため、内部者同士のつながりに基づく相互支援

が重要な役割を果たした。 
 M地区では、組長による地区内備蓄の配布、顔見

知りの世帯による炊き出し・物資の融通等、町内

会のネットワークが相互支援につながった。 

ある組では、地域福祉推進委員のI氏が中心と

なり、区長・組長と協働して孤立者の困りごとを

把握、災害VCへの情報共有を行った。また、偶然

出会った地区外支援者との接点を契機に、外部支

援の導入に至った。地縁的ネットワークの上に外

部接点が重なり、支援の導入・調整が進んだ過程

として整理できる。 

一方、同地区の別の組では、世帯間での相互扶

助は存在したものの地区外支援者や外部組織と

の接点が無く、支援情報が届かずに外部支援を受

けられなかった事例が確認された（図5）。外部者

との接触機会の差異が情報取得格差、ひいては支

援の格差を生じさせ得ることを示唆する（論点1）。 

なお、いずれの在宅避難者も県域・町域会議体

を認知しておらず、外部情報の流通経路が限定さ

れていた可能性がある。 
 

（２）発災対応型訓練が支えた即時的相互支援 
 西原村O地区では、発災直後に住民同士の協力

により生き埋めとなった被災者全員を救出し、犠

牲者を出さなかったことから「奇跡の集落」とし

て知られている。背景には、平時からの地縁的つ

ながりと防災訓練の継続があった。 
 西原村では断層リスクを踏まえ、住民全員が参

加する発災対応型の防災訓練を2年に1度実施し

ていた。熊本地震発災前年の2015年にはJAF等の

協力を得て倒壊家屋を再現し、チェーンソー等の

機材を用いた救出訓練も行われていた17）。訓練を

通じて「地震は必ず来る」という前提認識、災害

を想定内として捉える地域文化、住民同士の顔の

見える関係性が蓄積されていた。地区内では、各

世帯の家族構成、住居内の間取りが住民の間で自

然に共有されていたため、発災直後に即時の人命

救助が可能となった。 
 本事例では、発災直後の救助活動は内部ネット

ワークによって迅速に実施されており、外部接続

を伴わずに対応が行われた時期が存在した。この

点は、初動の短期間の危機的状況において、平時

からの地縁的つながりが有効に機能したことを

示している。  
なお、この初動の時点では県域・村域の会議体

は組織されていないが、復興に向かう過程で、西

原村住民が会議体の存在を認知し、そこから情報

を取得していたことが確認されている。 
４．６ 小括 
 本章では、熊本地震における自発的相互支援の

好事例を取り上げ、相互支援がどのように起動し、

外部主体との接続や調整へ展開したのかを整理

した。各事例からは、相互支援の起動局面では震

災前からのつながりや活動経験が基盤となり、展

 
出典：著者作成 

図4 外国人コミュニティにおける情報媒介型の相

互支援 
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開局面では内部者でありながら外部主体と接続

するバウンダリースパナーの存在が、情報共有や

支援調整を可能にしていたことが確認された。 

 また、支援や情報の取得は、媒介経路や外部主

体との接触機会の差異によって偏りうることも

確認された。大津町M地区では、外部支援者側から

継続的な声がけや接触が行われていたわけでは

なく、I氏の行動によって、偶然出会った地区外支

援者との接点が外部支援導入につながっていた。

すなわち、外部接続は自動的に成立するわけでは

なく、内部者側の媒介行動を通じて形成されるこ

とが重要であると示唆された。 

 さらに、E氏のNPO設立、A氏・F氏の防災講座

や研修活動、国際交流組織による日本語教室の

拡充等にみられるように、災害時に形成された

ネットワークや課題認識が、平時の活動へ展開

する過程も確認された。 

次章では、各事例を横断し、相互支援の形成・

展開の共通構造を考察する。 

 
５．自発的相互支援における機能と構造の横断的

考察 

５．１ 相互支援が機能するための二つの存在 

横断分析により、全事例に共通して、震災前か

らのSCが相互支援の起動を支え、バウンダリース

パナーの存在が外部者との接続と支援調整を可

能にしていたことが確認された。 

事例を横断的に整理するため、各事例について、

担い手の震災前の役割・活動、SCの内容、外部者

との接続を可能にしたバウンダリースパニング

のあり方を比較した（表2）。 
（１）検証項目1：SCの存在 
 全ての事例で、担い手はいずれも震災前から地

域活動、職能ネットワーク、過去災害経験を通じ

た人的ネットワークを保持していた。各事例にお

けるSCの作用を三類型に即して整理すると、結束

型SCは、町内会、仮設住宅団地、日本語教室、避

難所等における顔の見える関係を基盤として、安

否確認、相互扶助、役割分担を迅速に成立させて

いた。橋渡し型SCは、PTA活動、市民活動、専門職

能ネットワーク、地域メディア、SNS等を通じて、

異なる集団間の情報共有や外部資源への接続を

可能にしていた。連結型SCは、行政、社協、地域

支え合いセンター、国際交流組織等との関係を通

じて、制度的資源や公的情報へのアクセスを支え

ていた。 

 したがって、本研究の事例では、結束型SCが相

互支援を起動する基盤となり、橋渡し型SCが外部

情報・外部資源への接続を拡張し、連結型SCが行

政・制度的資源との接続を可能にするという相互

支援の形成・展開を支える構造が確認された。 

（２）検証項目2：バウンダリースパニングの機能

の存在 

 各事例では、内部者でありながら行政・社協・

民間支援団体・専門組織等の外部者と接続可能な

人物が、情報・資源・意味理解の媒介を行うバウ

ンダリースパナーとして機能していた。本研究で

確認されたバウンダリースパニングの機能は、少

なくとも3つに整理できる。 

第1に、情報媒介機能である。これは、外部者か

ら得た制度情報・支援情報を内部者へ伝達し、内

 
出典：著者作成 

図5 町内会における近隣関係型の相互支援 
 

表2 自発的相互支援事例の比較分析表 
事例 

震災前の 

役割・活動 

ｿｰｼｬﾙ･ 

ｷｬﾋﾟﾀﾙ 
ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘｰｽﾊﾟﾆﾝｸﾞ 

A氏 

（地域活動） 

PTA活動・市

民活動・防

災教育等 

地域ﾈｯﾄﾜｰｸ 

行政・社協・支援

者・会議体等との

媒介 

A氏 

（ﾗｼﾞｵ局） 

ﾗｼﾞｵ局ﾊﾟｰｿﾅ

ﾘﾃｨ 

地域密着ﾒﾃﾞｨｱ

の信頼 

被災者と、行政・

企業等双方向媒介 

E氏 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 

地 域 内 の 信

頼・人脈、 

避難所で形成

された信頼 

行政・社協・支援

者等との媒介、会

議体情報を住民へ

媒介 

F氏 

男女共同参

画施設責任

者 

全国女性支援ﾈ

ｯﾄﾜｰｸ 

女 性 被 災 者 と 行

政 ・ 支 援 者 を 媒

介、拠点機能 

G氏 
日本語教室

参加者 

外国人ｺﾐｭﾆﾃｨ

のつながり 

外国人被災者と行

政・支援者を媒介 

地縁組織 

（大津町） 
町内会 近隣の地縁 

外部接続者の有無

で差 

地縁組織 

（西原村） 
防災訓練 

強固な内部結

束 

内部完結による即

応 

出典：著者作成 
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部者の状況やニーズを外部者へ伝える機能であ

る。A氏による会議体の情報共有、E氏による仮設

住宅入居者への情報伝達、G氏による外国人住民

への翻訳を伴う情報共有がこれに該当する。 

第2に、資源調整機能である。これは、物資、人

材、専門的支援、相談対応等の外部資源を、内部

者のニーズに応じて導入・配分・調整する機能で

ある。E氏による支援受け入れ調整、F氏による物

資・人材・支援金の調整、I氏による災害VCへの情

報共有と外部支援導入がこれに該当する。 

第3に、翻訳・橋渡し機能である。これは、内部

者と外部者の間にある言語、専門知、制度理解、

課題認識の差異を調整し、相互理解を可能にする

機能である。F氏による女性・子ども支援に関する

専門知の行政・避難所現場への共有、G氏による多

言語・生活文化面での翻訳が典型である。 

以上から、バウンダリースパナーは単に外部者

と接触する人物ではなく、情報、資源、意味理解

を媒介し、内部者の相互支援を外部支援ネットワ

ークへ接続する複合的機能を担っていたと整理

できる。 

５．２ 相互支援の効果・展開 

補足的な論点とした、「支援の集中・不足の存

在」、ならびに「形成されたネットワークの平時

の持続的活動への展開」についても、一部の事例

で確認された。 
（１）支援の偏在の構造 

事例分析から、支援や情報の取得の偏り（偏在）

は、「内部者の発信力や支援対象の可視性により

生じ得るもの」と、「外部者との接触機会の差異

によって生じ得るもの」の二つがあることが確認

できた。 
l 発信力の強さによる「支援の集中」 
 情報発信が活発な人物や可視性の高い場所

（例：大型仮設住宅団地）には外部者の関心が集

まりやすく、支援が集中しやすい傾向がみられた。 

E氏の事例における大型仮設住宅団地では、多

数の被災者が1か所に集住していたことにより、

支援ニーズが外部から把握されやすく、支援投入

の効率性も高かった。 

l 外部接続の欠如による「支援導入の制約」 

 地縁的で結束型SCが強固であっても、外部との

接点が希薄な場合には、支援情報が届きにくく、

外部資源の導入が限定される可能性がある。 

大津町M地区では、I氏が偶然出会った地区外支

援者との接点を契機として外部支援が導入され

ており、外部接続は自動的に成立するものではな

く、内部者側の媒介行動や接触機会、外部支援側

の認識や接近可能性に左右されることが確認さ

れた。 
また、本研究では詳細な比較分析には至ってい

ないものの、外部支援から見逃されやすい地域に

は、以下のような要因が関係している可能性が示

唆された。 
� 地縁的結びつきが強い地域（例：大津町M地

区、西原村O地区）では、外部支援者側から

「内部で一定の対応が成立している地域」

と認識されることで、支援介入の優先度が

低く判断される可能性がある。 

� 支援対象が小規模に分散している場合に

は、継続的な状況把握や個別訪問に人的・

時間的コストを要するため、支援ニーズが

可視化されにくい可能性がある。 

� 被災者側においても、関係性の形成されて

いない外部支援者の受け入れに慎重な姿

勢をとる場合があり、結果として情報共有

や支援資源への接続が限定される場合が

ある。 
したがって、支援導入の状況は、内部結束の

強さのみで説明できるものではなく、外部との

接触機会、支援対象の可視性、バウンダリース

パナーの有無、支援側の調査コスト等を含む複

合的要因として整理する必要がある。 
（２）相互支援の持続化 
 災害時に形成された相互支援ネットワークは、

平時の地域活動や組織形成へ展開し得る。E氏の

NPO設立、A氏・F氏の防災講座・女性防災リーダー

育成、国際交流組織による日本語教室拡充等にみ

られるように、災害対応を契機として形成された

関係性や課題認識が、平時の活動へ展開・制度化

されていた。 
５．３ 制度的枠組みと自発的相互支援の関係 

（１）直接的関係性と媒介的関係性の補完 

 町内会等の直接的で顔の見える関係は安心感

と迅速な支え合いをもたらしていた。一方、地域

密着型メディアやSNS等による間接的・非対面型

の関係性では、結束型（強い紐帯）による即応性、

橋渡し型（弱い紐帯）による広域的な情報取得、

連結型による制度的資源の取り込みといった機

能が併存し、それぞれ異なる形で相互補完的に機

能していた。 
他方、情報の周知においては、紐帯の強弱だけ

でなく、情報への接触経路や受け手の属性によっ

て情報取得に差が生じ得る。F氏の事例では、外部
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からの発信が十分に認知されなかった背景とし

て、発信経路が受け手の生活圏や関係性と必ずし

も接続していなかった点が考えられる。一方、G氏

の事例では、LINEの使用可否や日本語能力といっ

た属性が情報取得に影響していた。したがって、

情報取得には紐帯の強弱のみならず、媒体の選択

や発信方法、受け手の属性を含めた複合的な要因

が関与しており、媒介のあり方や到達経路の多様

化を図ることが課題となる。 
さらに、媒介機能は単に情報や資源を接続する

だけで成立するものではなく、受け手側との課題

認識の共有や受け入れ環境にも左右される。F氏
の事例では、女性や子どもに関わるセンシティブ

な課題について、避難所運営側から「新たな対応

負担を生じさせるもの」と受け止められ、支援内

容がチラシ掲示等の限定的対応にとどまる場面

が確認された。 
特に発災直後の避難所では、運営体制の確立や

物資配布、受付対応等の「目に見えやすい」ニー

ズへの対応が優先されやすく、個別性の高い課題

は後回しとなる場合がある。そのため、こうした

課題を災害時に適切に媒介するには、平時から研

修・啓発活動や人的関係構築を通じて、課題認識

と接続基盤を蓄積しておくことが重要である。実

際にF氏は、震災後、女性・子ども支援や避難所運

営に関する研修活動を継続していた。 

（２）県域・市町村域会議体との接続と限界 

バウンダリースパナーは会議体の情報を直接

または間接的に把握していたが、被災当事者の相

互支援の実践が会議体で共有され、拡散された様

子は確認できていない。会議体が現場実践を把握

しきれなかった点、内部者が会議体へ到達し得る

経路が十分でなかった点が、制度的枠組みと自発

的実践の接続に関する課題として残る。 
 

６．おわりに 

６．１ 結論 
2016年熊本地震における被災当事者の自発的

相互支援を対象に、相互支援が立ち上がり、展開

する過程を、SCとバウンダリースパニングの枠組

みに基づいて事例に即して分析した。その結果、

震災前のつながりが相互支援の起動を支え、バウ

ンダリースパナーの存在が外部者との接続や調

整を可能にしていた過程が確認され、仮説を支持

する結論を得た。 

また、相互支援の効果・展開のあり方に関して、

支援の偏在の構造（論点1）、相互支援の持続化（論

点2）を補足的に整理できた。 
６．２ 今後の課題 

 本研究は、熊本地震における複数事例を通じて、

被災当事者による自発的相互支援が、内部者の関

係資源と外部者との接続を伴いながら形成・展開

する動態を整理した点に意義がある。一方で、対

象事例は被災当事者側の好事例として把握され

た実践を中心としており、同様のメカニズムがど

の程度一般化可能か、また媒介が不在または不全

であった場合にどのような帰結が生じるかにつ

いては、追加事例の蓄積と比較を通じて検討する

必要がある。 
今後は、災害種別や地域特性の差異を含む比較、

支援資源の流入条件、バウンダリースパナーの形

成・育成条件、制度的枠組みとの接続経路の設計

等を課題として、被災直後から復興に至るまで被

災当事者が主体となる支援のあり方を、実践知を

蓄積しながら検討していきたい。 
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